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研究の概要（200～300字で記入、図･グラフ等は使用しないこと。） 

政軍関係とは「一国家内での政府や社会と軍の関係」を指し、規範的概念としてシビ

リアン・コントロール、日本語では文民統制といわれる考え方がある。古代ギリシャの

哲学者であるプラトンも言及しているように、政軍関係は長きにわたって重要な問題で

あり続けているが、現在、日本ではあまり研究されていないテーマである。本研究は、

戦後日本の政軍関係を考察するものである。具体的には、「政治はいかに防衛問題や自衛

隊を考え、関与したのか。国民は、安全保障や自衛隊をどのように考えていたのか」に

ついて分析し、「政府と軍（自衛隊）の関係」と「国民と軍（自衛隊）の関係」について

明らかにすることを目的とする。  

 

キーワード（研究内容をよく表しているものを３項目以内で記入。） 

〔     政軍関係           〕 〔    文民統制 〕 〔    防衛政策 〕 



※ ホームページ等で公表します。（様式２－１）  

立 教 Ｓ Ｆ Ｒ － 院 生 － 報 告  

 

研究成果の概要（図･グラフ等は使用しないこと。） 

本研究における政軍関係とは、「政府と軍（自衛隊）の関係」と「国民と軍（自衛隊）

の関係」の２つを指し、分析対象は戦後日本とする。そのため、研究テーマは必然的に政

軍関係理論や防衛政策との関係を密にすることとなる。以下では、「１．研究資金の使途」

「２．研究成果」「３．活用」の順で研究成果の概要説明をする。  

 

１．研究資金の使途  

①「堂場肇文書」の入手及び文献の複写  

 「堂場肇文書」とは、新聞記者であった堂場肇氏（故人）が入手した 政府の文書であり、

現在は（財）平和・安全保障研究所に保管されている。戦後日本の防衛政策を研究する際

に不可欠だと言われる「堂場肇文書」の中には、国防会議の議事録などがあり、当時の首

相や大臣、官僚の発言や考えを知ることが出来る。そのため、（財）平和・安全保障研究

所を訪問し、当該文書の閲覧と複写（パソコンへの入力） を行なった。  

 政治家や官僚、自衛官という当事者の安全保障政策や防衛問題に対する考えを考察する

ためには、回顧録やオーラル・ヒストリー（口述記録）が必要である。しかし、オーラル・

ヒストリーのほとんどは非売品であるため、立教大学内外の図書館において複写すること

になった。  

 

②書籍の購入  

 購 入 し た 書 籍 は 、 大 き く ４ つ に 分 類 出 来 る 。 ま ず 、 政 軍 関 係 に 関 す る 書 籍 で あ り 、

『 Coercion  and Governance』や『 Mili tary and  Society  in  21 s t  Century  Europe』などで

ある。次に、『岸 信介証言録』や『議会政治とともに』という 政治家や官僚など当事者た

ちの回顧録や発言集である。防衛政策関連としては、『 戦後日本の防衛と政治 』や『再軍

備と５５年体制』を購入した。最後は、『図説  戦後世論史』など の国民世論に関する書

籍である。  

 

２．研究成果  

 本研究は、「政治はいかに防衛問題や自衛隊を考え、関与したのか。国 民は、安全保障

や自衛隊をどのように考えていたのか」に焦点を当て 、「政府と軍（自衛隊）の関係」と

「国民と軍（自衛隊）の関係」について明らかにすることを目的と している。  

 まず、未公刊資料である「堂場肇文書」やオーラル・ヒストリーを検証した結果、想像

していた以上に、政治家（首相や大臣）が安全保障や防衛に関する問題意識を持っていた

ことが明らかになった。当初、戦後日本の政治家は防衛政策に対してあまり関心がないと

考え、自身は研究を進めていたが、上記の資料によって、自身の見解を見直す結果になり、

成果を挙げられたと考え ている。例えば、「堂場肇文書」の中に収められている 国防会議

の議事録によると、池田勇人首相や 佐藤栄作首相は、ソ連や中国の軍事情勢について高い

関心を示していたことが読み取れる。また、ある閣僚からは、大 蔵省の査定を前提として

案 を 作 成 し た 防 衛 庁 に 対 し て 、 国 際 情 勢 の 厳 し さ を 適 切 に 認 識 す る よ う 批 判 の 声が 出 さ

れ、防衛庁よりも閣僚の方に危機感があった ことがわかった。  

では、政治側が問題意識を持っていた一方、実際には防衛政策へ積極的に関与しなかっ

た要因は何か。先行研究によると、その要因は、政治側は、政治的リスクが高い防衛政策

は「票やカネ」という利益と関係が薄い上、専門性が高いと捉えていたため、関与を避け

ていたということである。つまり、最大野党である社会党が自衛隊や日米安保条約に反対

していた上、一般国民も防衛問題をタブ ー視する傾向であったため、政府与党にとって防

衛政策を取り上げることは、政治的にも社会的にもリスクが高いことであった。また、建

設や農業と比べ、防衛問題は政治家にとってのメリットである「票やカネ」とあまり関係

がなかった。その上、防衛政策は機密性が高い上、専門性も問われる分野であり、意識的

に学ぶ必要があった。以上の理由から、戦後日本の政治家は積極的に防衛政策へ関与しな

かったと考えられている。  
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研究成果の概要 つ づ き  

 本研究は、先行研究の見解を否定するものではないが、若干の修正が必要だという立

場である。政治家の関与については、時代性を考慮に入れて、検証した。自衛隊創設期

や高度経済成長期、１９７０年代中頃、デタント崩壊後と時代を区分すると、政治家の

防衛政策に対する関与の程度がより明らかになる。自衛隊創設期は、保守政党の間にお

いて防衛構想が練られるなど、政治家の関与がみられるが、高度経済成長期は政治家が

イニシアチブを取った形跡がほとんどない。その後、米中和解などを経て１９７０年中

頃になり、防衛計画の大綱（防衛大綱）や旧日米ガイドラインなどの新しい防衛政策が

策定されるようになる。この策定過程では、坂田道太防衛庁長官がイニシアチブをとっ

て、防衛政策を進めた。また、デタント崩壊後は、日米貿易摩擦の影響もあり、日本は

米国から防衛協力を求められるようになり、大平正芳や鈴木善幸、中曽根康弘という歴

代首相は、程度の差こそあれ、防衛費の問題に関与することとなった。以上の時代性を

考慮に入れることによって、防衛政策において政治家がいかに関与したのか（あるいは

しなかったのか）について、より詳細に分析することが可能になった（しかしながら、

積極的か消極的かという点から考察すると、政治家自らが積極的に防衛問題を取り上げ

たとは言えない）。  

 

３．活用  

 本研究助成によって入手した文献や史資料の一部を用い、２０１０年度に論文発表や

学会報告を行なった上、２０１１年度に学会報告をすることが決まっている。また、本

研究の成果については、博士論文執筆の際に使用する予定である。  

※  こ の （ 様 式 ２ ） に 記 入 の 成 果 の 公 表 を 見 合 わ せ る 必 要 が あ る 場 合 は 、 そ の 理 由 及 び 差 し 控 え 期 間 等

を 記 入 し た 調 書 （ Ａ ４ 縦 型 横 書 き １ 枚 ・ 自 由 様 式 ） を 添 付 す る こ と 。  
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研究発表（研究によって得られた研究経過・成果を発表した①～④について、該当するものを記入してください。該当するものが多い場

合は主要なものを抜粋してください。） 

①雑誌論文（著者名、論文標題、雑誌名、巻号、発行年、ページ） 

②図書（著者名、出版社、書名、発行年、総ページ数） 

③シンポジウム・公開講演会等の開催（会名、開催日、開催場所） 

④その他（学会発表、研究報告書の印刷等） 

 「戦後日本の政軍関係」は自身の博士論文と深く関係しているため、同論文執筆の際、

本研究を用いる予定である。  

 ２０１０年度の研究業績は、論文 １本、学会報告１本である。また、２０１１年度には、

１ ０ 月 に 開 催 さ れ る 日 本 政 治 学 会 研 究 大 会 に お い て 学 会 報 告 を 行 な う こ と が 決 ま っ て い

る。以上の研究業績においては、本研究助成 によって収集した文献や史資料の一部を用い

た。  

 

○２０１０年度  

①雑誌論文  

真田尚剛「戦後防衛政策と防衛費―定量的歯止めを中心に」立教大学大学院『２１世紀

社会デザイン研究』第９号、２０１１年２月、３１‐４４頁。  

④学会報告  

 真田尚剛「三木政権における防衛政策―抑制的決定と三木の政治姿勢を中心に」２１世

紀社会デザイン研究学会第５回年次大会（於：跡見学園女子大学文京キャンパス）２０

１０年１２月５日。  

 

○２０１１年度  

④学会報告  

 真田尚剛「戦後防衛政策史の研究」日本政治学会２０１１年度研究大会（ 於：千葉大学

西千葉キャンパス）２０１１年１０月（予定）。  

 


